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地方自治体における新技術導入の状況

○ インフラの点検・診断などの業務で、ロボットやセンサー等の新技術等を導入している施設管理者の割合
は、35%にとどまっており、より一層の導入促進が必要である。

■新技術の導入事例

電磁波レーダー搭載車を活用して
床版上面の調査を行う技術

ドローンを活用して砂防施設の
点検を行う技術

ROV※を用いて遠隔操作で
桟橋下面の目視調査を行う技術
※ROV:Remotely operated vehicle

画像認識技術を活用して下水道管路の
欠陥を自動検出する技術

■インフラの点検・診断などの業務で、ロボットやセン
サー等の新技術等を導入している施設管理者の割合

N=2,335

導入している
35%

導入していない
63%

未回答
2%

〇 国土交通省所管11分野※１を対象に、インフラの点検・診断などの業務に
おける施設管理者※２の新技術等の導入状況を調査した。
※１ 道路、河川、ダム、砂防、海岸、下水道、港湾、空港、航路標識、公園、
公営住宅

※２ 国土交通省、都道府県、政令市、その他市区町村
〇 対象時期：平成26から30年度まで
〇 アンケートの回答率：国土交通省・都道府県・政令市100％、

その他市区町村97％
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国土交通省所管９分野における新技術導入促進の取組状況一覧

分野
新技術が活用可能である旨の
点検要領等への明記

施設の諸元情報・点検結果等に係る
データベースの構築

道路 対応済 H31.2に記載済（R2.6に充実） 対応済 R1.8に構築済

河川・ダム 対応済
河川：H31.4に記載済
ダム：H25.10に記載済 対応済

河川：H25.4に構築済
ダム：H26.3に構築済

砂防 対応済 R2.3に記載済 対応済 H29.3に構築済

海岸 対応済 R2.6に記載済 対応済 H29.3に構築済

下水道 対応済 H26.9に記載済（R2.3に充実） 対応中 データベースを構築中
（Ｒ2年度中にデータ標準形式等策定予定）

港湾 対応済 R2.3に記載済 対応済 H28.4に構築済

空港 対応中 R2年度内に記載予定 対応済 H29.4に構築済

鉄道 対応済 H19.1に記載済 対応済 H13.12に構築済

航路標識 対応中 R2年度内に記載予定 対応済 R1.6に構築済
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○令和元年度からの２巡目点検の開始にあわせ、損傷や構造特性に応じた点検対象の絞り込み
や、新技術の活用による点検方法の効率化を実施。

道路分野：定期点検の見直し

①損傷や構造特性に応じた点検対象の絞り込み

②新技術の活用による点検方法の効率化

▲橋梁の損傷写真を

撮影する技術

○ 損傷や構造特性に応じた定期点検の着目箇所を
特定化することで点検を合理化

○ 特徴的な損傷について、より適切に健全性
の診断ができるよう、着目箇所や留意事項
を充実

○ 近接目視を補完・代替・充実する
技術の活用

▲溝橋 ▲トンネル目地部▲水路ボックス ▲橋脚水中部の
断面欠損

▲シェッド主梁端部破断

▲トンネルの変状写真を

撮影する技術

▲コンクリートのうき・はく離を

非破壊で検査する技術

▲PC鋼材の突出

※新技術利用のガイドラインや
性能カタログの作成

※積算資料への反映
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画像計測

・橋梁 ：24技術
・トンネル： 8技術

非破壊検査

・橋梁 ：11技術
・トンネル： 6技術

計測・モニタリング

・橋梁 ：25技術
・トンネル： 3技術

点検支援技術性能カタログ（案）の構成

第１章 性能カタログの活用にあたっての留意事項

１．性能カタログの目的
２．性能カタログ標準項目を記載するにあたっての留
意事項
（１）性能の裏付け
（２）諸元・使用
（３）調達・契約にあたってのその他必要な事項
（４）その他
３．点検支援技術に関する相談窓口の設置
付録１ 点検支援技術性能カタログの標準項目

第２章 性能カタログ

画像計測技術（橋梁／トンネル）
非破壊検査技術（橋梁／トンネル）
計測・モニタリング技術（橋梁／トンネル）
データ収集・通信技術
付録２ 技術の性能確認シート

○点検支援技術性能カタログ（案）は、国が定めた標準項目に対する性能値を開発者に求め、開発

者から提出されたものをカタログ形式でとりまとめたもの。令和２年６月時点で８０技術を掲載。

ドローンによる変状把握 ﾚｰｻﾞｰｽｷｬﾝによる変状把握

電磁波技術を利用した
床版上面の損傷把握

センサーによる橋梁ケーブル
張力のモニタリング

レーダーを利用した
トンネル覆工の損傷把握

＜主な掲載技術＞

トンネル内附属物の
異常監視センサー

センサー

トンネル
照明

道路分野：点検支援技術性能カタログ（案）
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道路分野：今後の点検方法の開発見通し

○部位、部材の状態把握は、目的に応じて最適な技術を組み合わせて効率的に実施。
○健全性の診断は、ＡＩ等の技術も活用しつつ、人（知識と技能を有する者）が実施。
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○ 令和元年11月に検討委員会を設置し、令和２年６月にマニュアルを改訂。
○ 点検診断においては、効率性、客観性を重視し、新技術も含めた優良技術の活用を積極的に推
進するため、「点検に関する技術の例」において新技術を用いた点検手法の具体例（22事例）を示
すとともに、対象施設や条件、留意事項等を記載。

海岸分野：海岸保全施設維持管理マニュアル

UAV搭載型カメラによる空中写真測量 「点検に関する技術の例」より

6



＜新データベースのポイント＞ ・ 施設の諸元、維持管理の履歴等に関する情報を蓄積
・ 港湾管理者等からもアクセス可能
・ データの容易な利活用に資する入力や集計などのツールを追加 7

各地方整備局等・事務所

港湾管理者

民間事業者

・データベースにログインし、情報を登
録、更新、閲覧する。

・データベースにログインし、情報を登録、更
新、閲覧する。

管轄内の情報の登録・更新作業や
関係者間の情報共有が円滑に

・データベースにログインし、情報を登録、更
新、閲覧する。
・港湾管理者や民間事業者からデータベース
へ提出された情報をインターネット経由で検索、
閲覧、整理・分析等。

【維持管理情報データベースの概要】

国土技術政策総合研究所

維持管理計画書情報

点検・診断情報

補修・改良工事情報

実地監査情報

立入検査情報

維持管理情報ＤＢ
施設基本情報

施設諸元情報

接
続

ID
,ﾊ
ﾟｽ
ﾜ
ｰ
ﾄﾞ

インターネットで共有

利用状況・動向

○ 国土交通省は、施設の点検・診断や補修・改良工事といった維持管理業務における省力化・
効率化に資することを目的として、港湾施設の維持管理情報データベースを構築。
平成28年度に運用を開始。
○ 今年度中に維持管理に利用している技術に係る情報も登録可能とする予定。

港湾分野：維持管理情報データベース
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予防保全型インフラメンテナンスへの転換に向けた
早期対応が必要な施設への集中的な老朽化対策を
実施

床版鉄筋露出

床版打ち換え

道路施設の老朽化対策

【例：道路施設の老朽化対策】
定期点検等により確認された修繕が必要な橋梁・
トンネル・道路付属物・舗装等の対策を集中的に
実施

地方公共団体が管理する道路の緊急又は早期
に対策を講ずべき橋梁の修繕措置率

現状：約34％（令和元年度） 中長期の目標：
100％

令和43年度 → 令和35年度

本対策による達成年次の前倒し

新技術活用の促進に関する予算措置等

○維持管理・更新等の効率化のため、コスト縮減効果や省力化が見込まれる新技術等の
採用を予定している事業の優先採択や交付金の重点配分の対象とする仕組みを導入。

■補助・交付金事業における新技術導入の要件化・重点配分等 ■防災・減災、国土強靱化のための
５か年加速化対策(R2.12.11閣議決定)

事業名 開始時期
要件化・
重点配分等

道路
道路メンテナンス
事業費補助

R3～ 〇※１

河川・
ダム

大規模更新
河川事業

R2～ 〇※２

施設機能
向上事業

R3～ 〇※２

海岸
海岸堤防等
老朽化対策
緊急事業

R3～ 〇※１

港湾
港湾改修費補助 R3～ 〇※１

港湾改修事業 R3～ 〇※１

R3年度から、新技術の活用等を予算措置の要件化、重点配分の
対象とする取組を実施
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※１ 新技術活用の検討を要件化。新技術を活用する場合には、重点配分・
優先的に支援

※２ 新技術等の活用を要件化



・HPにおいて一元的に情報提供を実施

新技術の開発と官民マッチングを促進する取組

ベストプラクティスの全国展開「インフラメンテナンス大賞」

第４回表彰式（R3.1.8）

○産学官民が参画し技術や知恵を総動員するインフラメンテナンス国民会議（会員数約2,300者）において、マッチングイ
ベント等を通じて革新的技術の開発と実装を加速。
○NETIS（新技術情報提供システム）に新技術の情報を集約するとともに、登録された新技術を活用することによる工事
成績のインセンティブ等の付与を実施。

○国民へのメンテナンスの理念の普及、ベストプラクティスの幅広い展開を図るため、国内のインフラメンテナンスに係る
優れた取組や技術開発を表彰する「インフラメンテナンス大賞」。これまでに４回実施。

・第１回：応募２４８件、受賞２８件
・第２回：応募２０５件、受賞３２件
・第３回：応募２５５件、受賞３２件
・第４回：応募２８８件、受賞３５件

・新技術の試行

■点検診断一貫
システムの試行

■下水圧送管路の効率的
な調査方法の試行

インフラメンテナンス国民会議（会員数約2,300者）における
革新的技術の開発と実装の加速
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■現場での実践事例の紹介と技術比較を
行うセミナーを開催
ピッチイベント等 延べ約130件(R2年3月) 

・セミナー等の実施

NETIS（新技術情報提供システム）
による新技術の情報の集約・一元化提供

■掲載技術数：2,960技術
活用効果調査（延べ件数）：38,414件 （2021/1/18時点）導入技術数 延べ73件(R2年3月)

マッチング・現場試行実施数 65件（R1年度）



＜職場内の合意形成＞

• 新技術導入にあたっては初期コストを要すること等
から、首長や他部局を含めた職場内の合意形成に
苦労している

＜新技術の評価＞

• 現状の市区町村の技術力・マンパワーでは、専門
的見地から新技術の有効性等を判断することが難
しく、新技術の評価が困難な場合がある

＜契約等の手続き＞

• 新技術を特定して契約する際、透明性・公平性の観
点から公募を行い、第三者機関による決定もしくは
唯一性の証明が求められる等手続きが複雑。

＜新技術との出会い＞

• 自治体側からニーズを示し、技術シーズとのマッチ
ングに臨むなど、幅広く新技術情報に触れる機会は
限定的である

新技術の活用促進に向けた今後の課題

（イ）審議会等により委託先が決定された者との委託契約
審議会等に事案を提示する前に公募を行うとともに、当該事案等を選
択した理由等について、詳細に公表するよう努めるものとする。
（ロ）調査研究等に必要な特定の設備又は特定の技術等を有する者が一
しかないとしているもの
公募を行うものとする。なお、公募を行った結果、当該要件を満たす者
の応募が複数あった場合には、総合評価方式による一般競争入札又
は企画競争を行うものとする。

「公共調達の適正化について」（平成１８年８月２５日 財務大臣）より抜粋 10
参加者：約400名（本会場約150名、サテライト会場
約100名、ウェブセミナー約150名）

道路舗装診断の地方公共団体現場における
実践事例セミナー



参考資料
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インフラメンテナンス国民会議・インフラメンテナンス大賞

ベストプラクティスの全国展開「インフラメンテナンス大賞」

第４回表彰式（R3.1.8）

○産学官民が一丸となってメンテナンスに取り組む社会の実現に向け、様々な主体が参画し、技術や知恵を総動員する
プラットフォーム。インフラの維持管理における分野横断的な連携、多様な主体との連携を推進。

○国民へのメンテナンスの理念の普及、ベストプラクティスの幅広い展開を図るため、国内のインフラメンテナンスに係る
優れた取組や技術開発を表彰する「インフラメンテナンス大賞」。これまでに４回実施。

・第１回：応募２４８件、受賞２８件
・第２回：応募２０５件、受賞３２件
・第３回：応募２５５件、受賞３２件
・第４回：応募２８８件、受賞３５件

国民会議は会員の規模も拡大し、活動が本格化⇒新たな取組を進める自治体・民間企業の課題解決等を支援

・我が国企業の海外展開支援

民間企業のノウハウ活用

メンテナンス産業

建設関連産業

施設管理者

連携

・自治体の議論の活性化

海外市場の拡大新たな
市場展開

・新技術の試行 ■新技術導入研究
・意見交換会
（品川区）

■点検診断一貫
システムの試行

■下水圧送管路の効率的
な調査方法の試行

新技術実装
の後押し

■海外市場展開
フォーラム
設立総会

革新的技術の開発と実装の加速

多様な産業分野

民間企業の
ﾉｳﾊｳ活用

技術連携
の後押し

取組の
活性化

課題の
共有

解決策
の提案

（会員数2,000者突破!!）
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企業マッチングや現場試行

セミナー・シンポジウム等

技術開発の進んできた道路路面性状の効率的把握技術について、
現場での実践事例の紹介と技術比較を行うセミナーを開催
参加者：約400名（本会場 約150名、サテライト会場 約100名、

ウェブセミナー 約150名）

■道路舗装診断の地方公共団体現場における実践事例セミナー

■AI時代のインフラメンテナンスとビッグデータのあり方セミナー
参加者：約500名（Webセミナーを含む）

〈テーマ〉 陸上・水中レーザードローン

ＩｏＴの活用、ビックデータの活用 など

・ ２００ｍ間の河川の形状が不明
・ 現在のドローン測量では植生下
は×
・ 航空レーザー測量はコスト大

課題
・ 航空レーザー測量システムを
超小型化し、ドローンに搭載
・ グリーンレーザーにより水中
も測量
・ 低空からの高密度測量

面的連続データによる河川管理へ

水中

ドローン

グリーンレーザーは
水中を透過する

ピッチイベント・フォーラム等

■企業マッチング（企業の連携、技術の融合）

■ 現場試行等

カメラによる舗装ひび
割れ解析技術を試行し、
約30kmの解析を実施

路面性状把握技術

ひび割れ率≧４０％:
ひび割れ率≧２０％:
ひび割れ率＜２０％:

富士通交通・道路データサービス

×

東芝インフラシステムズ

×

非破壊かつ、スピー
ディーに腐朽診断が
可能な技術を試行

下水道本管から取付管を
調査するTVカメラシステム

を試行

樹木管理技術

下水道点検調査技術

×

×

インクリメントP

路面性状把握技術の海外展開

海外での技術適応性評価と
新たな道路関連情報サービ
スの実現を目指し「舗装劣化
状況把握技術の実証実験」
をタイで実施

解析結果

インフラメンテナンス国民会議 技術マッチングに関する取組概要
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○ インフラメンテナンス国民会議において、ピッチイベント等により課題解決のシーズ技術を掘り起こし、
企業マッチングや現場試行等をコーディネートを行い、技術開発を促進。【ピッチイベント等約130件
(R2年3月)】
○ R2年8月に会員が2,000者を突破。国民会議を通じて社会実装された技術は延べ73件(R2年3
月)。


